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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 12,656 13,009 13,393 24,583 25,208 

経常利益 〃 662 946 600 1,400 1,537 

中間（当期）純利益 〃 396 399 582 789 789 

純資産額 〃 29,156 29,810 30,312 29,720 30,173 

総資産額 〃 34,754 35,481 36,272 35,303 35,786 

１株当たり純資産額 円 1,502.28 1,535.99 1,570.28 1,529.89 1,553.62 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
円 20.44 20.58 30.12 39.22 39.43 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 83.9 84.0 83.6 84.2 84.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 146 210 △40 1,210 950 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 19 △43 13 △321 △1,013 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △211 △210 △692 △343 △345 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
〃 5,056 5,602 4,466 5,646 5,238 

従業員数 人 385 392 408 364 378 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 ３．第54期中の１株当たり中間配当額は前中間期より２円50銭増配しております。 

  

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 11,720 12,020 12,364 22,679 23,170 

経常利益 〃 596 901 543 1,278 1,412 

中間（当期）純利益 〃 411 433 564 802 812 

資本金 

(発行済株式総数) 

〃 

（千株） 

1,100 

(22,000) 

1,100 

(22,000) 

1,100 

(22,000) 

1,100 

(22,000) 

1,100 

(22,000) 

純資産額 百万円 28,650 29,302 29,766 29,194 29,636 

総資産額 百万円 33,269 33,977 34,746 33,733 34,203 

１株当たり純資産額 円 1,433.09 1,465.68 1,535.21 1,458.92 1,481.37 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
〃 20.59 21.68 28.68 38.74 39.45 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
〃 － － － － － 

１株当たり中間（年間）配

当額 
〃 7.50 7.50 10.00 15.00 15.00 

自己資本比率 ％ 86.1 86.2 85.7 86.5 86.6 

従業員数 人 295 335 361 305 322 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ロックペイント株式会社）、子会社５社、関連会社１社及び

その他の関係会社１社により構成されており、塗料の製造・販売、塗装関連商品の仕入れ及び販売を主たる業務とし

ております。 

 当中間連結会計期間における子会社の異動は、次のとおりであります。 

   前連結会計期間において、連結子会社でありましたケミコ株式会社及び持分法非適用非連結子会社でありました

ピーアイエー株式会社は、保有株式を売却したため各々連結子会社及び持分法非適用非連結子会社から除外してお

ります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、連結子会社であったケミコ株式会社は当社が所有する株式をすべて売却したため、

子会社ではなくなりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．事業の種類別セグメントがないため、会社別に記載しております。 

２．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時雇用者（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等）は、少数のため除

いております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨時

雇用者（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等）は、少数のため除いております。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループにおいては、当社（提出会社）においてのみ労働組合があり、関係会社においてはありません。 

  当社の労働組合は単一組合でロックペイント労働組合（組合員181名）と称しております。当労働組合は、平成

17年５月末日をもって、全日本塗料労働組合協議会を退会しております。 

 組合との関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

当社グループの会社名 従業員数（人） 

ロックペイント㈱ 361 

関東ロックペイント㈱ 20 

九州ロックペイント㈱ 18 

ロック商事㈱ 9 

合計 408 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 361 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な内外需を背景に企業活動の好転が続き、企業間物価は上

昇に転じ、消費者物価へ波及し始め、また株価、都市部の地価上昇に転嫁するなど、ようやく積年のデフレか

ら脱却する様相を呈し、長年の不良債権処理の収束など、民間経済は健全な自律回復軌道に入ったとみられま

す。一方、財政構造の再建の遅れは、近い将来の民間部門へ負担増となって跳ね返ることが不可避と目され、

日本経済展望の暗雲となっております。また史上最高値を更新する原油価格高騰の及ぼす悪影響、都市部に比

べ停滞から抜け出せない地方経済の動向等、経済の中期展望として必ずしも楽観できないと思われます。 

 この状況下、塗料業界におきましては自動車、造船、機械、海外関係等の分野で需要が伸びているものの、

建築、木工、個人需要等は低調で、出荷量では横這いか若干の減少と見られます。しかし、原油、ナフサの高

騰に伴う化学原材料価格急騰が塗料量原価を押し上げ、売値への転嫁が始まり、出荷金額ベースでは前年を上

回るものとみられます。当社グループの当中間期の連結売上高は13,393百万円となり、前年同期比で3.0％の

増収となりました。損益面では、一部の製品価格の値上げを行いましたが、原料高によるコスト増を吸収でき

ず、販促費、広告宣伝費等の増加もあり、営業利益は459百万円（前年同期比46.0％減）、経常利益600百万円

（前年同期比36.5％減）と大幅な減少を余儀なくされました。このため、保有株式の一部を売却し、特別利益

861百万円を計上しました。一方、特別損失として減損会計の適用に伴う減損損失の計上及び一部資産の除却

処理を実施した結果、税金等調整前中間純利益は1,225百万円（前年同期比55.1％増）、連結中間純利益は、

582百万円（前年同期比46.0％増）となりました。 

 製品分野別では、当社グループのコアビジネスである車両用塗料分野においては、一液型ベースコート塗料

『プロタッチ』を中心とした販売促進が奏功し、前年同期比で5.6％の売上増となりましたが、建築用、家庭

用塗料分野では前年同期を上回ることはできませんでした。建築用塗料分野では一液速硬貨型特殊ＮＡＤウレ

タン樹脂塗料『プリンキピア』、Ｖ.Ｏ.Ｃ.フリー超低臭エマルションペイント『ビニロックＶ.Ｏ-Ⅱ』、

『ユニロックＶ.Ｏ-Ⅱ』等を新規に上市し、販売拡大に努力しております。また工業用塗料分野では、Ｖ.Ｏ.

Ｃ.フリーの粉体塗料『タフロック』の販売拡大をみましたが、アクリル樹脂焼付塗料『コーロック』、ドラ

イラミネート用接着剤『アドロック』等では地域差、変動要因等もあり、前年を僅かながら下回りました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、4,466百万円となり、前中

間連結会計期間末より1,135百万円減少しました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、40百万円（前年同期は、210百万円の資金獲得）となりました。 

これは主に、税金等調整前中間純利益が1,225百万円計上されたこと及び減価償却費423百万円と減損損失の計

上178百万円による資金の増加と、売上債権の増加額743百万円、法人税等の支払額284百万円による資金の減

少等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、13百万円（前年同期は、43百万円の資金使用）となりました。 

これは主に、岡山流通センターの研修設備や宇都宮・犬山工場の機械設備等に係る有形固定資産の取得による

支出が323百万円あり、投資有価証券や子会社株式の売却による収入が537百万円あったこと等によるもので

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、692百万円（前年同期は、210百万円の資金使用）となりました。 

これは主に、自己株式の取得のための支出541百万円と配当金の支出132百万円等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、事業のセグメント情報の記載をいたしておりません。また生産実績

は、生産分類別に掲載いたします。 

 （注）１．金額は、製品倉入原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当社グループは、事業のセグメント情報の記載をいたしておりません。また商品仕入実績は、商品分類別に掲載

いたします。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

生産分類別種類 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ラッカー性塗料類（百万円） 248 102.5 

合成樹脂塗料類（百万円） 6,376 106.5 

その他雑類（百万円） 1,552 114.2 

合計（百万円） 8,177 107.8 

商品分類別種類 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ラッカー性塗料類（百万円） 32 110.3 

合成樹脂塗料類（百万円） 1,402 88.9 

その他雑類（百万円） 195 119.6 

塗料類計（百万円） 1,631 92.1 

調色用器具類等（百万円） 345 241.3 

その他（百万円） 917 104.6 

合計（百万円） 2,893 103.7 



(4）販売実績 

 当社グループは、事業のセグメント情報の記載をいたしておりません。また販売実績は、商品分類別に掲載いた

します。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

商品分類別種類 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ラッカー性塗料類（百万円） 453 102.5 

合成樹脂塗料類（百万円） 9,524 100.2 

その他雑類（百万円） 2,053 105.2 

塗料類計（百万円） 12,031 101.1 

調色用器具類等（百万円） 333 273.0 

その他（百万円） 1,029 104.2 

合計（百万円） 13,393 103.0 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、「地球にやさしい安全で高品質の塗料開発」を基本理念として、塗料の主原料である合成樹脂

の開発から各種塗料製品の開発まで、積極的な研究開発活動を行っております。 

 当中間連結会計期間における研究開発活動の成果は、次のとおりであります。 

（１）車両用塗料分野においては、ボディーショップの『作業効率及び生産性向上』に寄与できる製品に加え、

Ｖ.Ｏ.Ｃ.排出規制、ＰＲＴＲ対策等環境問題についてとの取り組みの両立で製品設計を構築してまいりまし

た。その中でカラーベースについては市場で好評価を得ております『一液ベース塗料プロタッチのハイソリッ

ド仕様』を確立し、『作業効率及び生産性向上』と同時に『Ｖ.Ｏ.Ｃ.の低減』の両面を可能としました。ま

たＰＲＴＲ対策の一環として、シンナー類及び硬化剤類においてトルエン及びキシレンの含有量が１％未満の

『車両用エコシンナー』及び『エコ硬化剤（クリヤー用及びプラサフ用）』を製品化いたしました。さらにプ

ロタッチに硬化剤を配合し、クリヤーコート無しで仕上げることが可能な『プロタッチモノコートシリーズ』

として、先に発売した『モノコートホワイト』に加え『モノコートブラック』を新たに製品化いたしました。

今後、車両用塗料に関しましては品質、作業性に加え環境対策の観点からも市場のニーズにあった商品開発に

努めてまいります。 

（２）建築用及び家庭用塗料分野においては、環境問題に対して積極的に取り組み、ＮＡＤ樹脂の特性を活かし、

速硬化による工期短縮、Ｆ☆☆☆☆、芳香族溶剤を含まない超低臭弱溶剤を使用した『プリンキピア』を市場

展開いたしました。また水性塗料では、従来のＶ.Ｏ.Ｃ.フリー塗料よりも、低温造膜性がよく、しかも塗膜

のタック感に優れる『ビニロックＶ.Ｏ-Ⅱ』を上市いたしました。また水性でありながら、溶剤型に匹敵する

各種性能を兼ね備えた木部用水性クリヤー『水性アールネート』を屋外用・屋内外用・白木用と３種類上市い

たしました。 

（３）工業用塗料分野においては、Ｖ.Ｏ.Ｃ.排出規制、室内環境等の環境問題への対応に取り組んでおります。

粉体塗料については、焼付時の二酸化炭素削減のため、各種樹脂系において更なる低温化について開発中であ

ります。また水性焼付塗料については、低Ｖ.Ｏ.Ｃ.化、高作業性タイプの開発を進め、溶剤型塗料において

は、ホルムアルデヒドの放散がない『ＩＵウレタン』ＴＸフリータイプを上市予定であり、環境への負荷が少

ない製品の充実に努めております。ラミネート用接着剤においても、環境低負荷型への移行に注力し、従来の

溶剤型からハイソリッド塗工を可能とした溶剤削減型接着剤『アドロックＲＵ-70（エステル系接着剤）』、

ノンソルベント塗工用接着剤『アドロックＲＮ-100（エーテル系接着剤）』、『アドロックＲＮ-700（エステ

ル系接着剤）』及び水性型接着剤を開発し、市場導入いたしました。これらの製品によりＶ.Ｏ.Ｃ.排出規制

への対応品がより一層充実いたしました。 

 当中間連結会計期間における研究開発費用は、234百万円です。 

 なお、当社グループは、事業の種類別セグメントは、記載しておりませんので、塗料類における研究開発費用と

して記載しております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設で、一部設備計画の見直しを行ったため、設備投

資額を次のように変更いたしております。 

 （注）１．販売・研修設備のため生産能力はありません。 

２．当初の投資予定金額は、89百万円であります。 

３．上記金額は、消費税等を含んでおりません。 

(2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画の内、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおりでありま

す。 

 （注）１．販売・研修設備のため生産能力はありません。 

２．上記金額は、消費税等を含んでおりません。 

 当中間連結会計期間において、計画実施した重要な設備の新設、拡充について完了したものは次のとおりで

す。 

 （注）１．所要額は、全額自己資金をもって充当しております。 

２．上記金額は、消費税等を含んでおりません。 

(3）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりです。 

 （注） 上記金額は、消費税等を含んでおりません。 

(4）重要な設備の除却等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

 提出会社 

 岡山流通センター 
 岡山県岡山市  販売・研修 112 112  自己資金 平成17年２月 平成17年６月 （注）１ 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 
投資額 
（百万円） 

完了年月 完成後の増加能力 

 提出会社 

 岡山流通センター 
 岡山県岡山市  販売・研修 112  平成17年６月  （注）１ 

会社名 
事業所名 

所在地 
主たる業務
の内容 

設備の内容 
投資額 

 （百万円）
完了年月 完了後の増加能力 

 提出会社 

 宇都宮工場 
栃木県宇都宮市   製造 樹脂製造設備 125 平成17年８月 生産能力25％増加 

会社名 
事業所名 

所在地 
主たる
業務の
内容 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定 
完成後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

 提出会社 

 宇都宮工場 

 栃木県 

 宇都宮市 
 製造 

塗料製造

設備新設 
90 55  自己資金 平成17年８月   平成17年10月  月産60トン 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 88,000,000 

計 88,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,000,000 22,000,000 
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 22,000,000 22,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日  
－ 22,000 － 1,100 － 530 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

辻不動産株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 7,359 33.45 

ロックペイント株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 2,610 11.86 

ケミコ株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 1,985 9.02 

辻 信一郎 兵庫県西宮市甲子園三番町５番３号 1,456 6.61 

ワブコ株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 501 2.28 

名出 草苑子 兵庫県西宮市甲子園三番町６番４号 396 1.80 

松井 朋子 兵庫県西宮市甲子園三番町６番２号 368 1.67 

ロック商事株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 356 1.61 

旭化成ケミカルズ株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号  240 1.09 

辻 恵美子 兵庫県西宮市甲子園三番町13番８号 200 0.90 

計 － 15,474 70.33 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,610,000 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,316,000 19,316 同上 

単元未満株式 普通株式    74,000  － 同上 

発行済株式総数 22,000,000 － － 

総株主の議決権 － 19,316 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ロックペイント株式会社 
大阪市西淀川区姫島

３丁目１番47号 
2,610,000 － 2,610,000 11.86 

計 － 2,610,000 － 2,610,000 11.86 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 920 951 919 940 960 999 

最低（円） 890 905 880 900 920 960 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、有恒監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,602   4,566   5,268  

２．受取手形及び売掛
金   5,876   6,073   5,366  

３．たな卸資産   3,995   4,524   4,555  

４．繰延税金資産   144   120   128  

５．その他   506   992   599  

貸倒引当金   △2   △3   △3  

流動資産合計   16,121 45.4  16,272 44.9  15,913 44.5 

Ⅱ 固定資産           

(1)有形固定資産           

１．建物及び構築物 ※1 5,758   5,488   5,570   

２．機械装置及び運
搬具 

※1 1,855   1,971   1,917   

３．土地  6,819   7,268   7,455   

４．建設仮勘定  67   64   5   

５．その他 ※1 265 14,766  286 15,080  251 15,200  

(2)無形固定資産           

１．ソフトウェア  75   58   66   

２．その他  95 170  95 153  95 162  

(3)投資その他の資産           

１．投資有価証券  2,393   2,990   2,570   

２．長期貸付金  308   253   283   

３．繰延税金資産  368   96   312   

４．その他  1,368   1,480   1,391   

貸倒引当金  △17 4,422  △55 4,765  △49 4,508  

固定資産合計   19,359 54.6  19,999 55.1  19,872 55.5 

資産合計   35,481 100.0  36,272 100.0  35,786 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   1,932   1,949   1,919  

２．未払法人税等   383   579   318  

３．賞与引当金   244   230   244  

４．その他   1,112   1,275   1,097  

流動負債合計   3,673 10.3  4,034 11.1  3,579 10.0 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   1,728   1,646   1,732  

固定負債合計   1,728 4.9  1,646 4.5  1,732 4.9 

負債合計   5,401 15.2  5,680 15.6  5,311 14.9 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   269 0.8  278 0.8  300 0.8 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,100 3.1  1,100 3.0  1,100 3.0 

Ⅱ 資本剰余金   530 1.5  530 1.5  530 1.5 

Ⅲ 利益剰余金   29,614 83.5  29,993 82.7  29,872 83.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   422 1.2  813 2.3  529 1.5 

Ⅴ 自己株式   △1,856 △5.2  △2,124 △5.9  △1,858 △5.2 

資本合計   29,810 84.0  30,312 83.6  30,173 84.3 

負債、少数株主持分
及び資本合計   35,481 100.0  36,272 100.0  35,786 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   13,009 100.0  13,393 100.0  25,208 100.0 

Ⅱ 売上原価   10,239 78.7  10,912 81.5  20,077 79.7 

売上総利益   2,769 21.3  2,481 18.5  5,131 20.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1  1,918 14.7  2,022 15.1  3,787 15.0 

営業利益   851 6.6  459 3.4  1,343 5.3 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  5   4   11   

２．受取配当金  35   25   41   

３．受取賃貸料  69   79   140   

４．受取人件費  7   30   19   

５．持分法による投資
利益  －   1   －   

６．その他  18 136 1.0 27 169 1.3 36 249 1.0 

Ⅴ 営業外費用           

１．売上割引  18   18   35   

２．持分法による投資
損失  11   －   3   

３．その他  11 41 0.3 9 27 0.2 17 56 0.2 

経常利益   946 7.3  600 4.5  1,537 6.1 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  10   0   5   

２．投資有価証券売却
益  194   861   328   

３．ゴルフ会員権売却
益   10     －     10     

４．その他   － 214 1.7 － 861 6.4 0 344 1.3 

Ⅶ 特別損失           

１．たな卸資産廃棄損  －   28   －   

２．固定資産除却損 ※2 1   5   2   

３．役員退職慰労金  369   －   369   

４．貸倒引当金繰入額   －     21     －     

５．減損損失 ※4 －     178     －     

６．ゴルフ会員権評価
損 

  －     －     35     

７．その他   － 370 2.9 2 236 1.8 0 407 1.6 

税金等調整前中間
（当期）純利益   790 6.1  1,225 9.1  1,473 5.8 

法人税、住民税及び
事業税 

※3 345   553   608   

法人税等調整額 ※3 － 345 2.7 － 553 4.1 △1 606 2.4 

少数株主利益(控除)   45 0.3  89 0.7  77 0.3 

中間（当期）純利益   399 3.1  582 4.3  789 3.1 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   530  530  530 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  530  530  530 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   29,376  29,872  29,376 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  399 399 582 582 789 789 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  132  132  264  

２．役員賞与  28   24   28   

３. 連結子会社減少に伴
う剰余金減少高 

 － 160 304 461 － 293 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  29,614  29,993  29,872 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 790 1,225 1,473 

減価償却費  437 423 910 

減損損失  － 178 － 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

 △9 △17 △5 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

 3 5 △10 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 8 14 7 

受取利息及び受取配
当金 

 △40 △30 △52 

持分法による投資利
益 

 11 △1 3 

その他流動資産の増
減額（増加：△） 

 △119 △82 △25 

投資有価証券売却損  － 1 － 

投資有価証券売却益  △194 △861 △328 

貸倒引当金戻入益   △10 － － 

有形固定資産売却益  △0 － △0 

有形固定資産売却損  － － 0 

有形固定資産除却損  1 2 2 

ゴルフ会員権売却益  △10 － △10 

ゴルフ会員権評価損  － 0 35 

役員賞与の支払額  △31 △27 △31 

売上債権の増減額
（増加：△） 

 △583 △743 △75 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 122 30 △437 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

 148 29 135 

未払消費税等の増減
額（減少：△） 

 6 △0 △21 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

その他流動負債の増
減額（減少：△） 

 17 50 39 

その他  4 17 0 

小計  553 213 1,609 

利息及び配当金の受
取額 

 40 30 52 

法人税等の支払額  △383 △284 △712 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 210 △40 950 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

     定期預金の預入に 
     よる支出 

 － △80 △30

定期預金の払戻に 
よる収入 

 4 10 4 

有形固定資産の取得
による支出 

 △351 △323 △1,237 

有形固定資産の売却
による収入 

 0 － 0 

投資有価証券の取得
による支出 

 － △46 △91 

投資有価証券の売却
による収入 

 275 77 512 

連結範囲の変更に伴
う子会社株式の売却
による収入 

 － 460 － 

ゴルフ会員権の売却
による収入 

 11 － 11 

貸付による支出  △30 △6 △290 

貸付金の回収による
収入 

 49 45 146 

その他の投資による
支出 

 △2 △126 △65 

その他の投資による
収入 

 0 3 25 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △43 13 △1,013 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

自己株式の取得によ
る支出 

 － △541 △1 

配当金の支払額  △132 △132 △264 

少数株主に対する配
当金の支払額 

 △78 △18 △78 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △210 △692 △345 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 － － － 

Ⅴ 連結除外に伴う現金及
び現金同等物の減少高 

 － △52 － 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
増減額 

 △44 △771 △408 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 5,646 5,238 5,646 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 5,602 4,466 5,238 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ４社 

連結子会社の名称 

ロック商事㈱ 

ケミコ㈱ 

関東ロックペイント㈱ 

九州ロックペイント㈱ 

(1）連結子会社の数   ３社 

連結子会社の名称 

ロック商事㈱ 

 関東ロックペイント㈱ 

 九州ロックペイント㈱ 

  前連結会計年度において連

結子会社であったケミコ㈱は

当社（提出会社）の保有する

株式を全て売却したため連結

の範囲から除外しておりま

す。 

(1）連結子会社の数   ４社 

連結子会社の名称 

ロック商事㈱ 

 ケミコ㈱ 

 関東ロックペイント㈱ 

 九州ロックペイント㈱ 

 (2）非連結子会社の名称等 

ピーアイエー㈱ 

ロックペイントタイランド

㈱ 

(2）非連結子会社の名称等 

ロックペイントタイランド

㈱ 

 長崎セルフペイント㈱ 

 前連結会計年度において非

連結子会社であったピーアイ

エー㈱は当社（提出会社）の

保有する株式を全て売却した

ため連結の範囲から除外して

おります。 

(2）非連結子会社の名称等 

ピーアイエー㈱ 

 ロックペイントタイランド

㈱ 

 長崎セルフペイント㈱ 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。また、ロッ

クペイントタイランド㈱につ

きましては、休眠中の会社で

あります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

    同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため

であります。また、ロックペ

イントタイランド㈱につきま

しては、休眠中の会社であり

ます。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社 

持分法適用会社の名称 

 バルスパーロック㈱ 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社 

持分法適用会社の名称 

    同左 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社 

持分法適用会社の名称 

    同左 

 (2）持分法を適用していない非連

結子会社（ピーアイエー㈱及

びロックペイントタイランド

㈱）は、それぞれ中間連結純

損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（ロックペイントタ

イランド㈱及び長崎セルフペ

イント㈱）は、それぞれ中間

連結純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（ピーアイエー㈱、

ロックペイントタイランド㈱

及び長崎セルフペイント㈱）

は、それぞれ純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外

しております。 

 (3）持分法適用会社の中間決算日

は、中間連結決算日と異なっ

ておりますが、これにつきま

しては、持分法適用会社の中

間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。 

(3）    同左 (3) 持分法適用会社の決算日は、

連結決算日と異なっておりま

すが、これにつきましては、

持分法適用会社の事業年度に

係る財務諸表を使用しており

ます。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 総ての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

    同左  総ての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

（イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります） 

（イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  同左 

（イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

  同左 

時価のないもの 

  同左 

 ② たな卸資産 

製品・商品・仕掛品・原材

料・貯蔵品 

総平均法による原価法 

② たな卸資産 

製品・商品・仕掛品・原材

料・貯蔵品 

   同左 

② たな卸資産 

製品・商品・仕掛品・原材

料・貯蔵品 

   同左 

 （ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備

を除く）は定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物 

７～40年 

 機械装置及び車両運搬具 

４～15年 

（ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

    同左 

（ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

    同左 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

② 無形固定資産 

    同左 

② 無形固定資産 

    同左 

 （ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

（ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

    同左 

（ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

    同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

    同左 

② 賞与引当金 

    同左 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。 

③ 退職給付引当金 

     同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。数

理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 （ニ）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

（ニ）重要なリース取引の処理方

法 

     同左 

（ニ）重要なリース取引の処理方

法 

     同左 

 （ホ）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

（ホ）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

    同左 

（ホ）その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

     同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金及び要求払

い預金のほか、取得日から３ヶ月

以内に満期の到来する定期預金を

計上しております。 

 手許現金及び要求払い預金のほ

か、取得日から３ヶ月以内に満期

の到来する定期預金を計上してお

ります。 

     同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は178百万円減少しております。

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき資産の金額から直接控除し

ております。 

───── 

  



追加情報 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割９百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

────── ────── 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、21,467百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、22,223百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、21,887百万円でありま

す。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

給与・賞与・手当 560百万円

賞与引当金繰入額 94 〃 

退職給付費用 20 〃 

広告宣伝費 132 〃 

給与・賞与・手当 596百万円

賞与引当金繰入額 97 〃 

退職給付費用  20 〃 

広告宣伝費 162 〃 

給与・賞与・手当  1,175百万円

賞与引当金繰入額 96 〃 

退職給付費用 43 〃 

広告宣伝費 289 〃 

※２ 固定資産除却損の明細は次の

とおりであります。 

※２ 固定資産除却損の明細は次の

とおりであります。 

※２ 固定資産除却損の明細は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬

具 
0 〃 

工具器具備品 0 〃 

計 1 〃 

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬

具 
 0 〃 

工具器具備品  2 〃 

計  5 〃 

建物及び構築物  0百万円

機械装置及び運搬

具 
 1 〃 

工具器具備品  1 〃 

計  2 〃 

※３ 当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法に

よる税効果会計を適用している

ため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含め

て表示しております。 

※４   ────── 

※３     同左 

※４ 当社グループは塗料事業に使

用している固定資産について

は、すべての資産が一体になっ

てキャッシュ・フローを生成し

ていることから、全体を１つの

資産グループとし、その塗料事

業グループと投資不動産グルー

プ及び遊休資産グループの３つ

にグルーピングしております。  

 当中間連結会計期間において

遊休資産について減損損失を計

上しました。主なものは、下記

のとおりです。 

 遊休資産（土地）について

は、地価が帳簿価額に対して著

しく下落しているため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（178百万

円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、遊休地は正味売却価額

により測定しており、固定資産

税評価額を基準に算定した時価

により評価しております。 

場所 用途 種類 

北海道石狩市 遊休地  土地  

青森県青森市 遊休地  土地  

※３   ────── 

※４   ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※  現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

 （百万円）

現金及び預金勘定 5,602

預入期間が３か月

を超える定期預金 
－

現金及び現金同等

物 
5,602

 （百万円）

現金及び預金勘定 4,566

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△100

現金及び現金同等

物 
4,466

 （百万円）

現金及び預金勘定 5,268

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△30

現金及び現金同等

物 
5,238



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具・器
具・備品 

230 172 57 

ソフトウ
ェア 

143 101 42 

合計 374 274 100 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具・器
具・備品 

230 218 11 

ソフトウ
ェア 

143 130 13 

合計 374 348 25 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具・器
具・備品 

230 195 34 

ソフトウ
ェア 

143 115 28 

合計 374 311 62 

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しています。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 74百万円

１年超 25百万円

合計 100百万円

１年内 20百万円

１年超 5百万円

合計  25百万円

１年内   56百万円

１年超 6百万円

合計  62百万円

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 37百万円

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 74百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によって

います。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） （平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価のある株式について検討の結果、減損処理は行ってお

りません。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場

合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要

と認められた額について減損処理を行っております。 

（当中間連結会計期間末） （平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価のある株式について検討の結果、減損処理は行ってお

りません。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場

合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要

と認められた額について減損処理を行っております。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,323 2,040 717 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,323 2,040 717 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 167 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,235 2,605 1,369 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,235 2,605 1,369 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 187 



（前連結会計年度末） （平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について検討の結果、減損処理は行っておりませ

ん。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,308 2,205 897 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,308 2,205 897 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 171 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当連結グループは、主に塗料の製造・販売並びにこれらの付随業務を行っており、塗料の製造販売事業の売

上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合が、いずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当連結グループは、主に塗料の製造・販売並びにこれらの付随業務を行っており、塗料の製造販売事業の売

上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合が、いずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結グループは、主に塗料の製造・販売並びにこれらの付随業務を行っており、塗料の製造販売事業の売

上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合が、いずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 本邦の売上高の合計は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦の売上高の合計は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦の売上高の合計は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,535.99円

１株当たり中間純利益

金額 
20.58円

１株当たり純資産額 1,570.28円

１株当たり中間純利益

金額 
30.12円

１株当たり純資産額 1,553.62円

１株当たり当期純利益

金額 
39.43円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
   

中間（当期）純利益（百万

円） 
399 582 789 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － 24 

（うち利益処分による役員賞

与金） 
(－) (－) (24) 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（百万円） 
399 582 765 

期中平均株式数（千株） 19,407 19,354 19,407 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  5,020   4,018   4,816   

２．受取手形  2,866   2,856   2,386   

３．売掛金  2,541   2,757   2,505   

４．たな卸資産  3,913   4,440   4,465   

５．短期貸付金  69   48   56   

６．繰延税金資産  114   105   105   

７．その他  131   540   41   

貸倒引当金  △2   △2   △2   

流動資産合計   14,655 43.1  14,765 42.5  14,375 42.0 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※1          

１．建物  5,142   4,939   4,991   

２．機械装置  1,811   1,922   1,866   

３．土地  6,806   7,264   7,441   

４．その他  985   944   878   

有形固定資産合計   14,746   15,070  15,180  

(2）無形固定資産           

１．ソフトウェア  75   58   66   

２．その他  93   93   93   

無形固定資産合計   168   151   160  

(3）投資その他の資産 ※2          

１．投資有価証券  2,462   3,043   2,631   

２．繰延税金資産  297   47   239   

３．その他  1,661   1,723   1,661   

貸倒引当金  △14   △55   △49   

投資その他の資産
合計   4,406   4,759   4,485  

固定資産合計   19,322 56.9  19,980 57.5  19,827 58.0 

資産合計   33,977 100.0  34,746 100.0  34,203 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  1,474   1,508   1,439   

２．未払金  909   1,091   929   

３．未払法人税等  355   505   306   

４．賞与引当金  200   201   197   

５．その他 ※3 200   169   166   

流動負債合計   3,139 9.3  3,475 10.0  3,037 8.9 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  1,535   1,504   1,529   

固定負債合計   1,535 4.5  1,504 4.3  1,529 4.5 

負債合計   4,675 13.8  4,979 14.3  4,566 13.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,100 3.2  1,100 3.2  1,100 3.2 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  530   530   530   

資本剰余金合計   530 1.6  530 1.5  530 1.5 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  275   275   275   

２．任意積立金  26,637   27,300   26,637   

３．中間(当期)未処
分利益  1,874   1,831   2,102   

利益剰余金合計   28,786 84.7  29,406 84.6  29,014 84.8 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   425 1.2  813 2.3  532 1.6 

Ⅴ 自己株式   △1,539 △4.5  △2,082 △6.0  △1,541 △4.5 

資本合計   29,302 86.2  29,766 85.7  29,636 86.6 

負債及び資本合計   33,977 100.0  34,746 100.0  34,203 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   12,020 100.0  12,364 100.0  23,170 100.0 

Ⅱ 売上原価   9,592 79.8  10,161 82.2  18,727 80.8 

売上総利益   2,428 20.2  2,202 17.8  4,442 19.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,751 14.6  1,878 15.2  3,448 14.9 

営業利益   676 5.6  323 2.6  993 4.3 

Ⅳ 営業外収益 ※1  255 2.1  247 2.0  472 2.0 

Ⅴ 営業外費用 ※2  30 0.2  27 0.2  53 0.2 

経常利益   901 7.5  543 4.4  1,412 6.1 

Ⅵ 特別利益 ※3  210 1.7  726 5.9  344 1.5 

Ⅶ 特別損失 ※4  364 3.0  235 1.9  401 1.7 

税引前中間(当期)
純利益   746 6.2  1,034 8.4  1,355 5.9 

法人税、住民税及
び事業税 

※5 313   470   550   

法人税等調整額 ※5 － 313 2.6 － 470 3.8 △7 542 2.4 

中間(当期)純利益   433 3.6  564 4.6  812 3.5 

前期繰越利益   1,077   1,266   1,077  

中間配当額   －   －   149  

退職給与積立金取
崩額   363   －   363  

中間(当期)未処分
利益   1,874   1,831   2,102  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

    同左 

時価のないもの 

    同左 

 (2）たな卸資産 

製品、商品、仕掛品、原材料及

び貯蔵品 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品、商品、仕掛品、原材料及

び貯蔵品 

    同左 

(2）たな卸資産 

製品、商品、仕掛品、原材料及

び貯蔵品 

    同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法 

但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設

備を除く）については、定

額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物及び構築物 

７～40年 

 機械装置及び車両運搬具 

４～15年 

(1）有形固定資産 

     同左 

(1）有形固定資産 

     同左 

 (2）無形固定資産 

無形固定資産については、

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。 

(2）無形固定資産 

     同左 

(2）無形固定資産 

     同左 

 (3）少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、

３年均等償却 

(3）少額減価償却資産 

     同左 

(3）少額減価償却資産 

     同左 

 (4）投資その他の資産のうち、投

資不動産 

  定率法 

(4）投資その他の資産のうち、投

資不動産 

     同左 

(4）投資その他の資産のうち、投

資不動産 

     同左 

 (5）投資その他の資産のうち、長

期前払費用 

  定額法 

(5）投資その他の資産のうち、長

期前払費用 

     同左 

(5）投資その他の資産のうち、長

期前払費用 

     同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売掛債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

     同左 

(1）貸倒引当金 

     同左 

 (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

     同左 

(2）賞与引当金 

     同左 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

発生していると認められる額を

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

(3）退職給付引当金 

     同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっております。 

      同左       同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

     同左 

消費税等の会計処理 

     同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益は

177百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき資産の金額から直接控除して

おります。 

───── 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割９百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

────── ────── 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産から控除

した減価償却累計額 
21,442百万円  22,215百万円       21,863百万円 

※２．投資その他の資産から

控除した減価償却累計額 
329百万円    332百万円    331百万円 

※３．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

      同左 ───── 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目    

受取利息 

関係会社雑収入 

（受取人件費）

3百万円 

87百万円 

 2百万円 

  88百万円 

 6百万円 

   173百万円 

※２．営業外費用の主要項目    

売上割引 18百万円   18百万円   35百万円 

※３．特別利益の主要項目    

投資有価証券売却益 

貸倒引当金戻入益 

194百万円 

5百万円 

   726百万円 

 －百万円 

   328百万円 

5百万円 

※４．特別損失の主要項目    

固定資産除却損 

役員退職慰労金 

減損損失 

たな卸資産廃棄損 

1百万円 

363百万円 

－百万円 

－百万円 

 5百万円 

   －百万円 

177百万円 

28百万円 

  2百万円 

 363百万円 

－百万円 

－百万円 

※５．法人税等の表示方法  当中間会計期間における税金費

用については、簡便法による税効

果会計を適用しているため、法人

税等調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示しており

ます。 

      同左 ───── 

※ 減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

計 

401百万円 

14百万円 

415百万円 

388百万円 

13百万円 

402百万円 

839百万円 

28百万円 

867百万円 

※ 減損損失 ───── 

  

 当社は塗料事業に使用している

固定資産については、すべての資

産が一体になってキャッシュ・フ

ローを生成していることから、全

体を１つの資産グループとし、そ

の塗料事業グループと投資不動産

グループ及び遊休資産グループの

３つにグルーピングしておりま

す。  

 当中間会計期間において遊休資

産について減損損失を計上しまし

た。主なものは、下記のとおりで

す。 

 遊休資産（土地）については、

地価が帳簿価額に対して著しく下

落しているため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（177百万円）として特

別損失に計上しております。 

 なお、遊休地は正味売却価額に

より測定しており、固定資産税評

価額を基準に算定した時価により

評価しております。 

場所 用途 種類 

北海道石狩市 遊休地  土地  

青森県青森市 遊休地  土地  

───── 

  



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具・器
具・備品 

230 172 57 

ソフトウ
ェア 

143 101 42 

合計 374 274 100 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具・器
具・備品 

230 218 11 

ソフトウ
ェア 

143 130 13 

合計 374 348 25 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具・器
具・備品 

230 195 34 

ソフトウ
ェア 

143 115 28 

合計 374 311 62 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してい

ます。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しています。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 74百万円

１年超 25百万円

合計 100百万円

１年内   20百万円

１年超   5百万円

合計    25百万円

１年内   56百万円

１年超   6百万円

合計    62百万円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しています。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しています。 

３．当中間会計期間の支払リース料

等 

３．当中間会計期間の支払リース

料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損

失 

３．当会計期間の支払リース料等 

(1）支払リース料 36百万円

(2）減価償却費相当額 36百万円

(1）支払リース料  37百万円

(2）減価償却費相当額  37百万円

(1）支払リース料 74百万円

(2）減価償却費相当額  74百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零とする定額法によって

います。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,465.68円

１株当たり中間純利益

金額 
21.68円

１株当たり純資産額  1,535.21円

１株当たり中間純利益

金額 
28.68円

１株当たり純資産額 1,481.37円

１株当たり当期純利益

金額 
39.45円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
   

中間（当期）純利益（百万

円） 
433 564 812 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － 23 

（うち利益処分による役員賞

与金） 
(－) (－) (23) 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（百万円） 
433 564 788 

期中平均株式数（千株） 19,992 19,689 19,991 



(2）【その他】 

 平成17年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

（イ）中間配当による配当金の総額        193百万円 

（ロ）１株当たりの金額             10円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成17年12月９日 

（注） 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 平成17年７月29日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(3）大量保有報告書 平成17年７月６日近畿財務局長に提出 

(4）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成17年６月29日 至平成17年６月30日）平成17年７月13日近畿財務局長に提出 

報告期間（自平成17年７月１日 至平成17年７月31日）平成17年８月４日近畿財務局長に提出 

報告期間（自平成17年８月１日 至平成17年８月31日）平成17年10月７日近畿財務局長に提出 

報告期間（自平成17年９月１日 至平成17年９月30日）平成17年10月７日近畿財務局長に提出 

報告期間（自平成17年10月１日 至平成17年10月31日）平成17年11月14日近畿財務局長に提出 

報告期間（自平成17年11月１日 至平成17年11月30日）平成17年12月７日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成16年12月17日  

ロックペイント株式会社    

 取締役会 御中  

 有恒監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐野 聰雄  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻村 弘睦  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ロックペイント株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成17年12月19日  

ロックペイント株式会社    

 取締役会 御中  

 有恒監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐野 聰雄  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻村 弘睦  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ロックペイント株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成16年12月17日  

ロックペイント株式会社    

 取締役会 御中  

 有恒監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐野 聰雄  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻村 弘睦  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第53期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ロックペイント株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成17年12月19日  

ロックペイント株式会社    

 取締役会 御中  

 有恒監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐野 聰雄  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻村 弘睦  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ロックペイント株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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